
▲建設予定地

令和7年第6回芳賀町議会定例会
　9月2日から12日までの11日間の会期で開かれました。初日の9月2日は、全議案を上程し、町長から提出された報告、
議案の提案理由の説明を受けました。また、監査委員から決算審査の報告を受け、その後、同意案を可決しました。
　3日目の9月4日は一般質問、9月5日は令和6年度決算を除く議案の質疑・討論・採決、9月8日は令和6年度の決算に
ついての質疑を行った後、決算審査を常任委員会に付託し、9月10日まで各常任委員会で書類審査、現地調査を行いま
した。最終日の9月12日には、令和6年度決算を原案どおり認定、追加議案を含む各議案を可決し、閉会しました。

　また、沼能寿之氏（下高根沢）

が令和7年9月30日をもって辞

職されることに伴い、後任に渡

辺信夫氏（上稲毛田）を最適任

者として任命することを議員全

員が同意しました。渡辺　信夫氏
　 　 　 　

　大島政春氏（上稲毛田）が令

和7年9月30日をもって任期満

了となることに伴い、引き続き、

最適任者として任命することを

議員全員が同意しました。

芳賀町教育委員会教育長を任命

大島　政春氏
　 　 　 　

山口　友也氏
　 　 　 　

　山口友也氏（西水沼）が令和7

年10月31日をもって任期満了

となることに伴い、引き続き、最

適任者として任命することを議

員全員が同意しました。

芳賀町教育委員会委員を任命

　教育委員会は教育長および教育委員で組織され、合議制に

より教育行政における重要事項や基本方針を決定しています。

委員の人数は4人で任期は4年です。

教育委員会とは？

ちょこっとQ＆A

財産の取得

契約相手方　東京都新宿区西新宿三丁目7番1号
　　　　　　東京ガスリース株式会社
　　　　　　代表取締役社長　児美川　吉朗

　脱炭素先行地域づくり事業として、芳賀町工業団地管理セ
ンターに太陽光発電設備、蓄電池設備およびEV充放電設備を
リース事業にて整備するもので、リース期間（10年）満了後に
町に無償譲渡されます。
　太陽光発電設備はカーポート型で6台分、EV充放電設備は2
基設置されます。令和7年10月から工事に着工しており、令和
8年2月に完成予定です。

芳賀町工業団地管理センター太陽光発電設備等賃貸借（太陽
光発電設備等の購入）に4,306万円

令和6年度末の町債（借入金）と基金（貯金）の状況（一般会計分）

決算審査
監査委員意見

▲樋田貞夫代表監査委員 ▲有坂隆志監査委員

　本年度の決算審査については、一般会計、特別会計の決算書、基金の運用状況、また、本年度、企業会計に
移行した下水道事業会計の決算報告書および関係調書などにより、計数の正確性を検証するとともに、執
行状況が法規に則り、適正で、経済的・効率的に行われているかどうかを主眼として実施し、事務処理状況
の過年度との比較についても確認しました。
　その結果、審査に付された決算書は、いずれも関係法令・規則に基づいて作成されており、計数的な過誤
が無く適正であり、経済的で効率的に執行されたと認められました。
　財産に関する調書については、公有財産、物品、基金についても帳簿等と照合済みであり、数値の正確性
と、その管理および運用についても適正であると認めます。
　基金管理運用状況については、基金台帳と符合しており、正確であることを確認しました。
　本町の財政は、財政基盤や財政構造の弾力性などの、財政状況を明らかにするための財政指標で見ると
おり、令和6年度も健全に運営されており、概ね適切で誠実な執行が行われていると認識しました。
　健全化判断比率については、将来負担比率が21.1％で前年度と同水準であり、実質公債費率が1.8％で、
昨年度と比較すると、0.2ポイント上昇しましたが、引き続き低水準でした。
　その他、一般会計および特別会計と一部事務組合の費用などを含めた、実質赤字比率や連結実質赤字比
率は、いずれも、該当項目はなく、資金不足比率についても、全ての会計において、該当項目がありませんで
した。

　令和6年度は、第7次芳賀町振興計画の初年度であり、サブタイトルである「スーパースマートタウン～幸
せを実現できるまち～」を目指し、各分野において、重点プロジェクトに位置付けられた事業を中心に、様々
な取り組みが展開されました。
　昨今、燃料、原材料価格の上昇などが要因とされる物価高騰や、人口減少に伴う労働力不足、超高齢化社
会による社会保障、医療需要の拡大など、社会情勢は、決して穏やかとは言えない状況にあります。
　そのような中ではありますが、芳賀町においては、第7次芳賀町振興計画に基づき、健全な財政運営と確
実な成長戦略を実行することで、町民の誰もが、明るく、幸せな生活を送り、そしてそれを「実感」できるよう
な町政運営が行われるよう切望します。

　また、下水道事業会計決算については、公営企業会計としての初めての決算審査を行いました。
　公共下水道事業においては、現在も計画区域内の未整備区域への整備拡大が行われており、速やかな整
備完了に向け、事業を進められることを望みます。
　農業集落排水事業においては、計画区域内の整備を完了しており、施設の老朽化に伴う今後の改修更新
作業が課題と考えます。
　両事業とも、持続的、安定的な経営を目指し、使用料の見直しの検討を始めているので、独立採算を旨と
する公営企業として、受益者負担の原則に基づき、収支の安定を図りながら、快適な生活環境の確保に努め
ていただくようお願いします。

※令和7年度4月1日の人口15,321人で算出。
　千円未満は四捨五入。

町債残高
66億2,889万3千円

約43万円
町民一人あたり

基金残高
24億9,751万3千円

約16万3千円
町民一人あたり
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